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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　タイ王国政府は、196 2年、ILO（国際労働機関）と協力し「タイ経営開発生産性センター

（TMDPC）」を工業省工業振興局傘下に設立し、生産性及び経営開発の推進を行ってきました

が、近年、厳しくなってきた近隣諸国との競争、多様化する産業界に対応するにはTMDPCの設備

及び人材では十分対応できない状況になっていました。かかる状況を踏まえ、1991年７月、タイ

政府はTMDPCの機能を強化し、タイ全土に生産性運動を普及することを計画し、その実現のた

め、「生産性向上」の指導員の育成にかかわる技術協力を日本に要請しました。

　この要請を受けて我が国政府は、JICAを通じて1993年３月に事前調査団を派遣し、要請の背

景、計画の妥当性、協力の規模等を調査し、1994年２月に実施協議調査団を派遣して討議議事録

（R/D）を署名し、５年間の協力期間が開始しました。1995年７月、新組織・タイ生産性研究所

（FTPI）が設立され、これを実施機関として、現在５名の長期専門家を中心に技術移転を実施中

です。

　協力期間開始後３年半を経過した現状における進捗状況を把握し、あわせてプロジェクト目標

達成・自立発展性の見通し等について確認することにより、残り１年半足らずとなる残余協力期

間の活動・協力範囲、プロジェクト運営体制等について討議を行うため、今回、計画打合せ調査

団を派遣しました。

　本報告書は同調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに、本調査団の派遣にあたり、

ご協力をいただいた日本・タイ両国の関係各位に対し深甚の謝意を表するとともに、あわせて今

後のご支援をお願いする次第です。
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第１章　計画打合せ調査団の派遣第１章　計画打合せ調査団の派遣第１章　計画打合せ調査団の派遣第１章　計画打合せ調査団の派遣第１章　計画打合せ調査団の派遣

１－１　調査団の経緯と目的

　タイ王国政府は、196 2年、ILO（国際労働機関）と協力し「タイ経営開発生産性センター

（TMDPC）」を工業省鉱業振興局傘下に設立し、生産性及び経営開発の推進を行ってきたが、近

年厳しくなってきた近隣諸国との競争、多様化する産業界に対応するにはTMDPCの設備及び人材

では十分対応できない状況になっていた。かかる状況を踏まえ、1991年７月、タイ政府はTMDPC

の機能を強化し、タイ全土に生産性運動を普及することを計画し、その実現のため、「生産性向

上」の指導員の育成にかかわる技術協力を日本に要請した。

　この要請を受けて我が国政府は、JICAを通じて1993年３月に事前調査団を派遣し、要請の背

景、計画の妥当性、協力の規模等を調査し、1994年２月に実施協議調査団を派遣して討議議事録

（R/D）を署名し、５年間の協力期間が開始した。19 9 5年７月、新組織・タイ生産性研究所

（FTPI）が設立され、これを実施機関として、現在５名の長期専門家を中心に技術移転を実施中

である。

　本調査団では、協力期間開始後３年半を経過した現状における進捗状況を把握し、あわせてプ

ロジェクト目標達成・自立発展性の見通し等について確認することにより、残り１年半足らずと

なる残余協力期間の活動・協力範囲、プロジェクト運営体制等について討議し、結果をミニッツ

（M/D）に記載する。

１－２　主要調査項目

(1) 暫定実施計画（TSI）、技術協力計画（TCP）、年次活動計画（AWP）の進捗状況

１）日本側：活動計画、専門家派遣、研修員受入れ、機材供与

２）タイ側：組織、カウンターパート（C/P）の配置、ローカルコスト負担等

(2) 活動実績に関する評価

１）プロジェクト目標の達成に対する見通し

２）自立発展性の見通し

３）PDMに基づく評価（PDMの見直し及び評価５項目の説明を含む）

(3) 残余協力期間の活動内容の確認

１）協力範囲の再確認

２）日本側投入（専門家派遣、研修員受入れ、機材供与等）に関する討議

３）プロジェクト終了後も含めたタイ側の措置事項（実施機関の組織・人員計画・予算等）に

ついての確認
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１－３　調査団の構成

１－４　調査日程

氏　　名 担 当 分 野 所　　　　　属

谷川　和男 団長・総括 国際協力事業団　鉱工業開発協力部　部長

伊藤　正義 技術協力計画
通商産業省　通商政策局　経済協力技術協力課

技術協力第三班　班長

春日　　洸 技術移転計画 （財）社会経済生産性本部　国際本部　本部長

武者美喜子 研修計画
（財）社会経済生産性本部　国際本部　海外技術協力部

主事

勝又　　晋 プロジェクト運営管理
国際協力事業団　鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課　職員

日　　付 曜日 内　　　　　容

１ 10 月 30 日 木 成田発（10:30）（TG641）→バンコク着（15:30）

専門家との打合せ

２ 10 月 31 日 金 午前　JICA事務所、DTEC表敬・打合せ

午後　DIP表敬、専門家との打合せ

３ 11 月１日 土 資料整理

４ 11 月２日 日 団内打合せ

５ 11 月３日 月  8:00 工業省次官表敬

 9:00 専門家との打合せ・FTPIとの協議

６ 11 月４日 火 FTPIとの協議・専門家との打合せ

７ 11 月５日 水 FTPIとの協議

午後　（団長）PTT本部訪問（＝タイ自動車環境改善）

終日　（技術協力計画団員）関連施設訪問

８ 11 月６日 木 C/Pからのヒアリング、ミニッツ案作成

（団長・技術協力計画団員）

TID（＝タイ繊維・衣料試験・検査技術向上）、

MIDI（＝タイ裾野産業育成）、

DIP（＝タイ工業所有権）訪問

９ 11 月７日 金 合同委員会、ミニッツ署名、JICA事務所報告

バンコク（22:50）JL718→

10 11 月８日 土 成田着（6:20）
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１－５　主要面談者

＜タイ側＞

（タイ生産性向上プロジェクト以外の関連施設・プロジェクト等訪問時の面談者を除く）

(1) Ministry of Industry (MOI)

　Mr. Pricha Attavipach Permanent Secretary

　Mr. Thamnu Vasinonta Deputy Permanent Secretary

　Mr. Manu Leopairote Director General, Department of Industrial Promotion

(DIP)

　Mr. Damri Sukhotanang Deputy Director General, DIP

　Ms. Uraiwan Chandrayu Director, International Cooperation Div., DIP

(2) Foundation of Thailand Productivity Institute (FTPI)

　Mr. Prasit Tansuvan Executive Director, FTPI

　Ms. Manussawee Dhadasih Director, Productivity Promotion Division, FTPI

　Ms. Sangvorn Rutanarak Dorector, Consulting Division, FTPI

　Mr. Sitthinath Sanpanich Head, Consulting Group, FTPI

　Ms. Pornchan Shantavasinkul Productivity Promotion Division

(3) Department of Technical and Economic Cooperation (DTEC)

　Mr. Banchong Amarnchiwin Chief, Japan Sub-Division

　Mr. Anuman Leelasorn Program Officer, Japan-Division

＜日本側＞

(4) JICA Thailand Office

　隅田　栄亮 所長

　鷲見　佳高 次長

　林　　浩史 所員

(5) タイ生産性向上プロジェクト派遣専門家

　中溝　　實 長期派遣専門家（チーフアドバイザー）

　斉藤　正史 長期派遣専門家（業務調整員）

　鈴木　　甫 長期派遣専門家（生産性コンサルティング技術）

　片岡　澄夫 長期派遣専門家（人材育成・労使関係）
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　井上　安彦 長期派遣専門家（普及促進・調査）

　土屋　茂機 短期派遣専門家（生産性コンサルティング技法）

　鈴木　郁男 短期派遣専門家（生産性コンサルティング技法）

　佐瀬　　徹 短期派遣専門家（生産性普及促進）



調 査 項 目
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調　査　結　果

Ⅰ．暫定実施計
　画の進捗状況
　及び1998年度
　計画
１．日本側
(1) 専門家派遣
１）長期 ・協力期間開始から1997年10月までの

実績と各専門家の任期は以下のとお
り。
１．リーダー（中溝　實）
　　　1994/6/30～1999/2/17
　　　（今年度に派遣期間延長済）
２．業務調整員（佐々木福旺）
　　　1994/5/25～9/30
　　業務調整員（斉藤正史）
　　　1994/6/30～1999/2/17
　　　（今年度に派遣期間延長済）
３．生産性コンサルティング技術
　　（鈴木　甫）
　　　1994/5/25～1999/2/17
　　　（1997年度に派遣期間延長済）
４．人材育成・労使関係（永田義人）
　　　1994/5/30～1996/5/29
　　人材育成・労使関係（片岡澄夫）
　　　1996/6/25～1998/6/24
５．普及促進・調査（小崎俊彦）
　　　1994/6/15～1996/6/14
　　普及促進・調査（井上安彦）
　　　1996/6/11～1998/6/10

・1998年度計画
　特にコンサルティング部のC/P増
員に伴い、生産性コンサルティング
技術分野の長期専門家の増員の要望
が表明される可能性がある。

・実績を確認し、M/Dに記
載する。
・1998年度内協力期間途中
に任期満了となる専門家
の任期延長の以降につい
て打診を行う。

・左記が表明された場合は
聞き置き、M/Dに記載す
るとともに、必要性につ
いて確認し、残余協力期
間内でのプロジェクト目
標の達成の見通しや我が
方の予算面を踏まえて検
討することとする。
・C/Pの増員に伴う対応に
ついては下記Ⅱ.参照。

・実績を確認し、M/Dに記
載した。

・任期延長についての意向
は今後確認する。

・長期専門家増員の要請は
特になされなかった。

１－６　調査結果



調 査 項 目
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調　査　結　果

２）短期 ・1995年度までの実績
　生産性コンサルティング技法－１
　（吉沢正文）
　　　1995/1/9～2/25
　生産性運動の実践（松尾昭二郎）
　　　1995/1/11～1/27
　技術革新と生産性（安江　幹）
　　　1995/1/11～1/27
　人材育成と生産性（兵頭　傳）
　　　1995/1/13～1/26
　労使関係と生産性（鈴木輝夫）
　　　1995/1/16～1/27
　機材据付（隅田一明）
　　　1995/9/25～10/7
　機材据付（綱取良雄）
　　　1995/9/25～10/8
　機材据付及び操作指導（石丸　隆）
　　　1995/12/3～12/28
　意識調査技法（井上安彦）
　　　1995/12/3～12/28
　生産性コンサルティング技法－２
　（土屋茂機）
　　　1995/12/11～1996/3/20

・1996年度実績
　生産性コンサルティング技法－３
　（土屋茂機）
　　　1996/11/25～1997/3/31
　生産性コンサルティング技法－４
　（サポーティングインダストリー）
　（野田卓二）
　　　1997/3/15～5/31
　生産性コンサルティング技法－５
　（大石昌宏）
　　　1996/11/20～12/19
　生産性測定（徳田重祥）
　　　1997/1/26～4/11
　生産性普及促進（佐藤　徹）
　　　1997/1/5～2/4
　付加価値分析（清水雅義）
　　　1997/3/1～3/29

・実績について確認し、
M/Dに記載する。

・実績について確認し、
M/Dに記載した。

・1997年度は、すでに６名
の短期専門家を派遣し、
今後３名の専門家の派遣
を予定している。

・生産性コンサルティング
技法（サポーティングイ
ンダストリー）のうち、
特に自動車関連産業に関
しては、タイ経済混迷の
下、OJT企業を見つける
こと自体が困難な状況に
あり、派遣時期を当初予
定より遅らせざるを得な
い可能性が出てきてい
る。



調 査 項 目
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調　査　結　果

・1997年度実績・計画
　生産性コンサルティング技法
　（土屋茂機）
　　　1997/7/1～1998/3/31
　生産性コンサルティング技法
　（鈴木郁男）
　　　1997/9/4～12/20
　人材育成及び労し関係（井出喜胤）
　　　1997/8/12～9/7
　管理・監督者養成（稲岡忠行）
　　　1997/8/10～17
　生産性普及促進（佐瀬　徹）
　　　1997/10/20～12/10
　機器据付（松浦孔政）
　　　1997/4/28～5/10
（今後年度内に、生産性コンサルティ
ング技法（サポーティングインダスト
リー）、及び生産統計の各分野で、合
計３名の短期専門家を派遣する予定）

・1998年度計画
　タイ側より、1997年度と同程度の
投入が要請されるものと予測され
る。

・タイ側要望を聴取し、
　M/Dに記載する。

・1997年度と同程度の投入
の要請を受けたが、ODA
予算の現状等を説明し、
プライオリティーの高い
分野を決めて優先的に派
遣する旨説明した。

・人材育成・労使関係分野
のC/Pは、従来はコンサ
ルティング分野の一員と
して技術移転を受けたと
ころ、1997年４月に同分
野から分離し専任となっ
たばかりであり、特に同
分野のOJTについての技
術移転が急がれるため、
短期専門家の投入が強く
要請された。

・短期専門家の派遣要請の
あった分野についてM/D
に記載した。詳細は以下
のとおり。
(1) 生産性コンサルティ
ング技術
１）フルスケール・コ
ンサルテーション
OJT



調 査 項 目
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調　査　結　果

・1995年度までの実績
　生産性向上視察、計画打合せ
　（２名）
　　　1994/3/28～4/4
　生産性向上（５名）
　　　1995/3/27～4/28
　日本の生産性運動について（２名）
　　　199511/5(4)～11/11

・1996年度実績（３名）
　生産性向上
　（1997/1/21/～2/8）
　　Mr. Sitthinath Sanpanich
　　Mr. Suvhart Yuwaree
　　Mr. Thanya Limsakoune
　なお、本プロジェクトによるC/P
研修に加えて、国別特設（コスト・
シェアリング）コース「生産性向上
研修（1996/9/23～11/2）」が実施さ
れており、以下のC / Pが参加した
（８名）。
　　Mr. Amornrat Sontithai
　　Mr. Chamluck Khunpolkaew
　　Mr. Kijja Tangkitiwongporn
　　Mr. Kittipong Wiwakanond
　　Ms. Nuandee Chantasuwankul
　　Ms. Nuchsara Tachapunyachai
　　Mr. Srawut Sittipod
　　Mr. Warong Yamabhai

・左記について確認しM/D
に記載する。
・実施済の研修の結果を踏
まえたタイ側の要望につ
いて聴取し、1998年度の
研修の内容に反映させ
る。

２）コスト管理・戦略
３）裾野産業（自動車
部品）またはTPM

(2) 人材育成・労使関係
１）HRDコンサルタン
トマニュアル

２）推進者OJT
３）人事管理システム
４）監督者OJT
(3) 生産性普及促進・調
査
１）生産性普及促進
２）テキスト開発
３）生産性統計

・左記を確認し、M/Dに記
載した。

・研修関連の要望等につい
ては、別紙参照。

(2) 研修員受入
　れ



調 査 項 目
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調　査　結　果

・1997年度実績（３名）
　生産性運動幹部研修
　（1997/9/15～27）
　　Mr. Sangvorn Rutanarak
　生産性向上実施研修
　（1997/9/9～10/2）
　　Mr. Supachai Archiwaranguprok
　　Ms. Nopphakao Siriponpaiboon
　国別特設（コスト・シェアリング
＝C / S）コース「生産性向上研修
（1997/9/9～10/18）」（８名）
　　Ms. Weena Khositsurangkhakun
　　Mr. Prachaya Permthongkun
　　Ms. Nantaka Adireksombat
　　Ms. Araya Charoenkul
　　Mr. Supphasak Phoganant
　　Ms. Panarat Sadiew
　　Mr. Phajon Chalermsarn
　　Mr. Thanee Aumor

・1998年度計画
・「生産性向上運動の実際」（３名コ
ンサルティング部より派遣）につい
て要請される見込みである。

・また、C/Sコースについても1997年
同様に要請される見込みである。

・1995年度までの実績
AV機器、AV機材、車両等、約3,900
万円

・1996年度供与機材
AV機器等、約2,000万円

・1997年度供与機材
現場指導用機器（LCDプロジェク
ター）２基（約200万円）

・1997年度同様受入れる方
向で準備検討中であるこ
とをタイ側に伝え、M/D
に記載する。

・1997年度同様受入れる方
向で準備検討中であるこ
とをタイ側に伝え、M/D
に記載する。

・協力期間開始後、現在ま
でに供与した機材につい
ての稼働・維持管理状況
について聴取し、M/Dに
記載する。

・左記右については口答で
確認し、予算面の検討を
受けて最終的に確認する
旨M/Dに記載した。

・左記については口答で確
認し、予算面の検討を受
けて最終的に確認する旨
M/Dに記載した。

・供与済の機材について
は、稼働状況・維持管理
状況とも、おおむね良好
であることを確認した。

(3) 機材供与



調 査 項 目
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調　査　結　果

・1998年度計画
特段の要請はないものと思われる。

（協力期間開始時から1997年10月ま
での日本側投入をまとめると以下の
とおり）
長期専門家 ８名
短期専門家 22名
研修員受入れ 1 8名（他にC/S
コースによる受入れが16名）
機材供与 6,100万円

　コンサルティング分野の専門家とし
て、相馬幹男氏がアジア生産性機構
（APO）及びタイ側の経費負担により
派遣された（1997/4/28～9/6にかけ
て、５回にわたり派遣）。

　現在は、Boonpong Towerの19階、
20階をプロジェクトサイトとして使用
している。

・AV関係の機材を中心に協力期間開始
時より、約6,100万円の機材を供与し
ている。

・これを利用してテレビのスポット用
のプロモーションフィルム等を製作
している。

・1 9 9 8 年度計画について
は、協力期間最終年度で
あり、消耗品の補充を含
めて基本的には供与しな
い旨説明し、了解を得、
M/Dに記載する。

　左記について確認すると
ともに、今後の同様の形態
による専門家の投入計画に
ついて聴取する。

　現在のBoonpong Towerの
19階、20階の利用が今後と
も継続するかどうか確認す
る。

・機材の維持管理体制につ
いて協議・確認し、M/D
に記載する。

・特に好評を得ているプロ
モーションフィルムの作
成等、プロモーションに
用いられた機材の主な使
用実績について聴取す
る。

・左記説明し、M/Dに記載
した。

　左記内容について確認し
た。

　左記のとおり確認した。

・供与済の機材について
は、稼働状況・維持管理
状況とも、おおむね良好
であることを確認した。

・テレビで放映している生
産性活動普及促進用ス
ポットには本プロジェク
トの供与機材は使用され
ていないが、例えば、
VTRカメラは３日に１回
程度現場撮影に使用され
ているとのことで、企業
用の普及促進ビデオ製作
等には高い頻度で使用さ
れている状況を確認し
た。

２．タイ側
(1) 日本人専門
　家の派遣

(2) 建物施設等
　プロジェクト
　サイト基盤整
　備状況

(3) 機材措置及
　び維持管理



調 査 項 目
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調　査　結　果

・一方で、プロモーション（AV）の
C/Pに離職がみられるため、今後の
維持管理が不安視される面がある。

・現在は43名のC/Pが1997年内に48名
に増員される予定である。

・なお、FTPIとしては、1997年９月現
在の５部門102名体制を、2000年に
200名体制とする計画である。
・「Office of the Secretary」、産業界
を調査する部門である「Research
and Information System Office」が
新設されている。

　1996年度の計画打合せ調査団で、
1995年度～1999年度の実施機関の予算
は５億5,161万バーツ、うち1998年度の
予算は１億7,605万バーツとなる予定で
あることを確認している。

　FTPIのビジョン及びミッション、及
びこれらと本プロジェクトとの関係に
ついて、1996年度の計画打合せ調査団
にてタイ側の説明振りがM/Dに記載さ
れている。

・C/Pの離職等により、維
持管理に影響がでないよ
うに配慮する旨、タイ側
に申し入れM/Dに記載す
る。

・タイ側の人員計画、C/P
の定着状況について聴取
し、M/Dに記載する。
・本プロジェクトにおける

C/Pの定義・範囲につい
ては、下記Ⅱ.参照。
・左記内容を確認し、組織
図をM/Dに記載する。

　1997年度実績、1998年度
計画、並びに５年間全体の
予算計画を確認し、M/Dに
記載する。

　左記の進捗状況を含む現
状及び本プロジェクト協力
分野とのデマケについて確
認し、結果をM/Dに記載す
る。

・左記のとおり申し入れ、
M/Dに記載した。

・下記について確認し、
　M/Dに記載した。
(1) 1996年10月以降、

QS9000, Safety, Spe-
cial Project, Business
Analysisの各Sectionが
新設された。
(2) 上記新設分野への対
応等を踏まえ、職員200
名体制となる予定。

　本プロジェクトの実施機
関がFTPIに移管されてから
タイ1998会計年度まで（＝
1995年７月から1998年９月
まで）のプロジェクトへの
ローカルコスト配分は、１
億8,432万バーツの予定と
なっており、うち1998会計
年度分は7,914万バーツ（同
年度のFTPI全体の予算は１
億3,679万バーツ）。
　ただし、本プロジェクト
へのローカルコスト配分は
これまでFTPI全体予算の中
で必ずしも明示して管理さ
れていなかったため、上記
数値については終了時評価
の際に再確認する必要があ
る。

　左記については特に言及
せず。

(4) 組織、C/P、
　職員の配置、
　定着状況

(5) ロールコス
　ト負担

(6) FTPIのビ
　ジョン及び
　ミッション



調 査 項 目
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調　査　結　果

　1995年の巡回指導調査の際に、C/P
の人数として40名程度が適当な旨、口
頭で確認している。他方、現在それを
上回る人員がC/Pとなっており、さら
に今後も数多くの人員を採用する計画
であることから、特に長期専門家に対
する負荷が増大しており、また協力期
間内のプロジェクト目標の達成にも支
障が生じる可能性がある。

（1996年度の計画打合せ（1996年11
月）以降の主な活動内容）
・Basic Management Consultant

Development Course（54単位、
1997/1/13～3/27、10/27～12/5、
鈴木長期専門家、片岡長期専門家、
井上長期専門家、佐瀬短期専門家、
徳田短期専門家、清水短期専門家）
・Facilitator trainer practice course
（20単位、片岡長期専門家）
・Intermediate courses on consulting

skills and HRD（134単位、鈴木長期
専門家、片岡長期専門家、井上長期
専門家、土屋短期専門家、野田短期
専門家、井出短期専門家、稲岡短期
専門家、相馬）

・C/Pは現在42名（Project
Manager等のアドミニス
トレーションスタッフを
含めると、45名）である
が、今後増員される可能
性もある。

・1997年11月以降に新規に
採用されるC/Pについて
は、専門家の支援のも
と、経験を積んだC/Pか
らの指導を中心とする旨
確認し、M / Dに記載し
た。

・日本人専門家とタイ側幹
部との意志疎通が今まで
以上に重要との当方見解
を口答でタイ側に伝え
た。

　左記内容の確認を含め、
全体のTCPの進捗について
確認し、M/Dに記載した。

Ⅱ．協力内容・
　範囲の再確認

Ⅲ．技術協力計
　画（TCP）の
　進捗状況
１．共通プログ
　ラム（クラス
　ルームトレー
　ニング）

・C/Pの採用計画、日本・
タイ双方の投入について
確認し、また達成される
べき成果を把握するため
の指標についても併せて
確認し、協力の範囲につ
いて再確認し、M/Dに記
載する。

・また、場合によっては、
直接的に専門家から技術
移転を受けるC/P（Direct
C/P）と、Direct C/Pから
指導を受けるC/P（Indi-
rect C/P）といったデマ
ケを行い、必要に応じ
M/Dに記載する。

・必要に応じ技術移転を円
滑に行う方法を協議し、
結果をM/Dに記載する。

　左記内容の確認を含め、
全体のT C Pの進捗につい
て、技術移転の進捗度を含
めて確認し、M/Dに記載す
る。



調 査 項 目
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調　査　結　果

・企業コンサルティングOJT（括弧内
はclosing ceremonyの実施日）

Somboon Precision Products (8/5)
Strong Pack (8/5)
Plastic Container (9/5)
Mala Chemical (9/8)

・On-site Management Guidance
OJT

Somboon Malleable Co. Ltd.
Siam Fitting Co. Ltd.
NL Industries

　8/11から50単位（１単位1.5時間）の
Supervisory/Middle Manage-ment
Developmentのインテンシブコースを
開講。

　Productivity Handbook (Model
Company Specific)の作成（括弧内は完
成日）

Somboon Precision Products(8/5)
Strong Pack (9/5)
Plastic Container (9/15)

　1996年度の計画打合せ時にTCPの見
直しを行っている。

　1998年度TCPの中心的活動として、
コンサルティング、人材育成、普及促
進各分野について、Mala Chemical,
Somboon Precision両社に対しての
「Full-scale Consultation OJT」が計
画されている。

　タイ側から協力期間の延長要請がな
される可能性がある。

　TCP、AWPについて協議
を行い、M/Dに記載した。

　２社において１年間、左
記３分野について、C/P自身
が設定した目標のもと、専
門家が適宜アドバイスしな
がらOJTを実施する旨確認
しM/Dに記載した。

・協力期間の延長を行わな
いことを前提に、TCPの
見直し等を行った。

　Ⅰ.～Ⅲ.の要旨を踏まえ
残り協力期間のTCP、年次
活動計画（AWP）について
協議を行い、結果をM/Dに
記載する。

　左記「Full-scale Consul-
tation OJT」の計画、日本
側の投入内容等について聴
取・協議し、結果をM/Dに
記載する。

・基本的には協力期間は延
長しない。
・左記要請がなされた際に
は聞き置き、M/Dに記載
する。

２．生産性コン
　サルティング
　技術

３．人材育成・
　労使関係

４．普及促進・
　調査

Ⅳ．残余協力期
　間の技術協力
　計画（TCP）
１．総論

２．中心的活動

３．協力期間の
　延長



調 査 項 目
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調　査　結　果

・FTPIからは、C/Pの専門
性を広げ、また経験をよ
り豊富なものとするため
に、３年間の協力期間の
延長要請レターを工業省
からDTECへ発信済みで
あるとの発言があり、タ
イ側の要望もあり、延長
要請準備中の事実につい
てM/Dに記載した。

・延長については、DTEC
訪問時にも強い関心が寄
せられ、本プロジェクト
の終了時評価にはDTEC
からも参加したい旨の発
言があった。

・本プロジェクトのC/P育
成の数値目標について
は、C/P育成計画、及び
C/Pのレベルの定義等で
確認し、上級レベルの
C/Pは下級レベルのC/Pを
指導できるという点も併
せて確認し、M/Dに記載
した。

・同左について確認した。

・左記レベルのデマケにつ
いて確認し、M/Dに記載
した。さらに各レベルに
到達するために必修クラ
スルームトレーニング及
びOJTについても表にま
とめ、確認し、さらに、
同表及び専門家の評価に
よりC/Pがレベルに到達
したか否かを確認すると
し、あわせてM/Dに記載
した。

・この各レベルのC / P数
は、PDM上の「成果」の
指標とした。

・上述のC/Pのデマケも踏
まえ、タイ側の設定した
プロジェクトの数値目標
について聴取し、それに
対して必要な投入及び時
間について専門家チーム
と協議する。

・C/P育成計画とプロジェ
クト活動の整合性につい
て確認する。
・さらに、Trainee-Assis-

tant-Junior-Associate-
Senior（コンサルティン
グの場合）という区分で
分けられているC/Pのレ
ベルのデマケと、そのレ
ベル分けの前提となる指
標についても確認する。

Ⅴ．プロジェク
　ト運営上の問
　題点
１．C/P育成 　現在は43名のC/Pが1997年内に48名

体制となる予定。別紙のとおり、採用
年度に応じたC/Pの育成計画が立てら
れているが、タイ側の計画が質量とも
に過大になりがちな傾向にある。



調 査 項 目
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調　査　結　果

　左記状況について確認
し、協力期間終了後必要と
なる予算措置について確認
しM/Dに記載する。

　現状を専門家に確認し、
必要に応じタイ側に申し入
れを行う。

　Ⅰ. ～Ⅴ. の協議を踏ま
え、プロジェクトの終了を
約１年半後に控えた状況の
中での、技術面、組織面、
財務面の自立発展性につい
て確認し、M / Dに記載す
る。

　C/Pからのヒアリングを
実施し、プロジェクトの現
状について把握する。

　FTPIは協力期間終了後の1999年２月
以降、国からの補助金が削減され、予
算の８割を自己収入とする方針が伝え
られているが、自己採算化の動きが遅
れそうともいわれている。

　キーパーソンである所長、コンサル
ティング部長ともに非常に多忙でプロ
ジェクトへの関与が希薄になっている
旨報告されている。

（M/Dに記載した内容は以
下のとおり。）
・国からFTPIへの補助金は
2002年まで継続すると予
想されている。以後は
FTPIの活動の一部分野の
みが補助金の対象となる
見込みである。

・FTPIは、2002年以降は、
企業からの寄付金と、前
年度収入からの繰越金を
財源としたいと考えてい
る。

　タイ側からは、所長の民
間会社との兼務は継続して
いるものの、コンサルティ
ング部長は執務時間の多く
をプロジェクト活動に充て
ているとの発言があった。
他方、専門家内には、より
一層の日本・タイ双方間の
意志疎通を求める声もあっ
たため、努力してほしい旨
タイ側に申し入れた。

　技術面ではC/P育成計画
等、財務面ではプロジェク
ト終了後の財源獲得の内容
等、組織面には、採用計
画、今後注力する分野等に
ついて聴取し、それぞれ
M/Dに記載した。

　約10名のC/Pに対してヒア
リングを実施し、プロジェ
クトの現状についての把握
を行った。

２．タイ側の予
　算の将来展望

３．FTPIの体制

Ⅵ．プロジェク
　トの自立発展
　性

Ⅶ．その他
１．C/Pからのヒ
　アリング
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現 状 及 び 問 題 点 等 対　処　方　針 調　査　結　果

　左記内容については確認
できなかった。これとは別
に、工業省が300人のコンサ
ルタントを、タイの輸出企
業3,000社に派遣してコンサ
ルティングを行うプロジェ
クトをADBに対して要請し
ているとの情報があった。
本件は、FTPIとは、直接的
には無関係とのことである
が、今後生産性向上関連プ
ロジェクトの形成が活発化
する可能性もあるためその
動向を注視する必要があ
る。

　左記について説明した。

　左記を説明し、M/Dに記
載した。

　専門家・タイ側との協議
を踏まえ、終了時評価も念
頭に置いてPDMの見直しを
行った。評価５項目につい
ても説明し、説明内容につ
いてM/Dに記載した。

　左記内容及び必要に応じ
本プロジェクトとの関係に
ついて確認する。

　我が国ODAの予算の現状
について説明する。

　プロジェクト終了６か月
前ごろに、日本側及びタイ
側合同で終了時評価を行う
旨説明し、M / Dに記載す
る。

　必要に応じPDMの再見直
しを行う。また、1998年度
の終了時評価調査を念頭に
置いて、評価５項目につい
ての説明を行い、その内容
をM/Dに記載する。

　1997年９月のFTPI理事会において、
工業省事務次官より、「タイ・バーツ
危機による産業界の窮状を打開するた
めに、工業省が1 9 9 8 タイ会計年度
（1997/10～1998/9）中に12名のコンサ
ルタントを招聘し、品質向上とコスト
削減を図り、企業の競争力向上を支援
する計画である」旨表明された。

　R/Dでは、プロジェクト協力期間の
中間時点と終了６か月前に、合同で評
価を行うこととなっている。

　1995年11月から12月に実施した巡回
指導調査の際に、PDMを作成し、1996
年10月～11月に実施した計画打合せ調
査の際にPDMの見直しを行っている。

２．タイ工業省
　の当該分野に
　関係した動き

３．我が国ODA
　予算の現状

４．終了時評価

５．PDM
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第２章　調査団所見第２章　調査団所見第２章　調査団所見第２章　調査団所見第２章　調査団所見

　本プロジェクトは1994年２月に開始後、３年９か月が経過し、協力期間は残すところ１年３か月

となった。この間プロジェクト実施機関が1995年７月にタイ経営開発生産性センター（TMDPC）

からタイ生産性研究所（FTPI）に移管され、ようやくC/Pが配置されるなど、先方の対応の遅れも

あったが、現在は５名の長期専門家を中心とした活動のもと、C/Pに対する技術移転も活発に行わ

れている。

　今次調査団は、本プロジェクトの現時点における進捗状況を確認するとともに、１年半足らず

となった残余協力期間における技術移転計画、運営体制及び自立発展性の見通し等について、タ

イ側関係者と協議を行った。

　FTPIとの協議は、日本側専門家チームによる事前の周到な準備もあり、効率的に行われた。協

議結果は別添M/Dのとおりであるが、要約すると次のとおり。

(1) C/P数について

　プロジェクトのC/P数は、現在42名であるが、実施協議調査団の際のM/Dに記載されている

適正数を上回っており、長期専門家に対する負荷が増加しているうえ、タイ側から近々さらに

C/Pを増員する可能性がある旨示唆されていたことから、何らかの対応が必要な状況となって

いた。これに関しては、専門家との協議も踏まえ、「今後新規に採用されるC/Pは、日本人専

門家の支援のもと、経験を積んだC/Pからのトレーニングを主に受けることとする」旨タイ側

に説明し、先方もこれを了解した。

(2) PDM（Project Design Matrix）の見直し

　残余協力期間が１年半足らずとなった現状も踏まえ、PDMの見直しを行った。その結果は

別添のとおりである。「プロジェクトの要約の詳細」における従来からの主要な変更点として

は、「プロジェクト目標」を従来はC/Pの技術の習得としていたところ、今次協議において、

「Productivity development activities are effectively performed for Thai enterprises by

the counterparts of FTPI.」とし、「成果」との内容の重複を避けつつタイ側の自立発展性

を踏まえたものとした。また、従前のPDMで「上位目標」を「Productivity development

activities will be diffused and penetrated into the enterprises in Thailand.」としていたと

ころ、我が方案として、これをプロジェクト終了後のより長期的な目標として「スーパーゴー

ル」とすべく提案したが、タイ側から、目標達成が急がれていることから従来どおりの「上位

目標」としたい旨の発言があり、調査団としてはこれを受け入れることとした。

　今般タイ側と十分な時間をとり協議したことは、タイ側にプロジェクト目標を再認識させ、
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また評価の重要性の確認にもつながり、意義深いものとなった。

(3) C/Pの育成計画、及びレベルの定義と確認方法について

　本プロジェクトでは、独自にC/Pのレベル（生産性コンサルティング技術、人材育成・労使

関係では５ランク、普及促進・調査では３ランク）を設定し、技術移転の達成度の把握を行っ

ているが、各分野での最上級レベルをプロジェクト終了までに14名育成するとしたC/Pの育成

計画について確認した。

　これとあわせ、上記PDMでも「成果」の指標となっているC/Pのレベルの定義についても確

認した。例えば生産性コンサルティング技術、人材育成・労使関係の最上級クラス（Senior）

については「C/Pは幅広い生産性向上活動を実施でき、かつ、中初級レベル（Junior, Assis-

tant, Trainee）のC/Pにトレーニング・指導ができる」とした。

　さらに、各レベルに到達するため、必修クラスルームトレーニングの内容・企業OJTの件数

等についても確認するとともに、最終的には、この必修トレーニング等の履修状況を勘案しつ

つ、専門家の判断により各C/Pのレベルを判断することで双方合意した。

(4) 技術移転計画の進捗状況について

　技術移転計画の進捗状況に関し、タイ側から、一部未実施の内容について、技術移転の実施

を急ぐよう申し入れがあり、あわせて短期専門家の投入等についての要望があった。これに対

し、我が方より、可能な限りの努力をする旨表明したが、同時に我が方のODA予算の現状等

についても説明し、タイ側による一層の自助努力につき申し入れを行った。

　他方、本プロジェクトに対する評価・モニタリングについては、援助窓口であるDTEC訪問の

際、DTECとしても積極的に参画したい旨言及があり、本プロジェクトの内容・成果等に対するタ

イ側の強い関心がうかがえた。今般の通貨危機等を反映した産業界の生産性向上に対しての期待

の高まりが背景にあるものと思われる。

　今次調査では協力期間の延長は行わない前提で残余協力期間の内容等について協議を行ったが、

タイ側からは、C/Pの専門性を広げ、また経験をより豊富なものとするために、協力期間の延長要

請を発出した旨言及があった。先方の強い申し入れもありM/Dに記載したが、1998年度予定され

る終了時評価調査は、目標の達成度等とあわせ、協力期間終了後の我が方からの協力の可能性等

についても念頭においた協議となるものと思料される。

　本プロジェクトは、実施機関の移管等による技術移転計画の遅れを、専門家の精力的な活動等

で補い、現時点まで一部の問題を除いては順調に進捗しているといえるが、残余協力期間は１年

半足らずとなっている。タイ側のProject Manager（FTPI・Prasit所長）の兼務問題等、キーパー
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ソンの多忙な状況は、タイの産業界の状況等を考慮するとやむを得ないものではあるが、目標達

成のために、日本・タイ双方の関係者の一層の努力と、両国関係者のこれまで以上の意志疎通が

必要となるものと思料される。
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第３章　技術移転計画の進捗状況第３章　技術移転計画の進捗状況第３章　技術移転計画の進捗状況第３章　技術移転計画の進捗状況第３章　技術移転計画の進捗状況

３－１　各分野のC/Pのレベルづけ

(1) 生産性コンサルティング技術、人材育成・労使関係、普及促進・調査のC/Pの定義づけとレ

ベル

　今次調査の協議事項の一つとして、C/Pのレベルのデマケーションについて確認した。

　生産性コンサルティング技術、人材育成、労使関係については、５段階レベル（Trainee-

Assistant-Junior-Associate-Senior）とした。Traineeはコンサルティングの初心者を意味

し、Assistant、Junior、Associate、Seniorではより上位レベルになるに従い、徐々にモデル

企業（C/PのOJTの受入れ企業）での活動の範囲を広げることを当該レベルに到達するための

要件としている。能力面では、Associateは日本人専門家の助言のもとモデル企業工場全体で

生産性向上活動を行い実習できる、Seniorでは、総合的生産性向上（生産管理の特定分野にと

どまらず、総合的な広がりを持つ生産性向上）活動を実施できることとした。さらに、

AssociateとSeniorは、下位レベルのコンサルタントに対しトレーニング・指導を行える能力

が必要とした。

　普及促進・調査のC/Pのレベルは（Trainee-Assistant-Professional）の３段階に分けられ

る。Traineeは、生産性の基礎概念と調査技法の応用と企業調査を行うこと、Assistantは生産

性普及活動の総合的技法を習得し報告書をまとめること、Professionalは、生産性普及・調査

活動を実施し、トレーニング資料を開発することが当該レベルに達するための主な要件となっ

ている。さらにProfessionalは、下位レベルのC/Pに対し指導する能力があるとした。

　各レベルに昇格するには、従来までは専門家の判断で、C/Pの経験とレポート内容を基に評

価されていたが、可能な限りC/Pの知識と経験について客観性をもって考慮すべく、C/Pが受

講しておくべき座学、OJTの経験、OJTでのリーダー経験回数等を具体的に確認した。これに

より、プロジェクト終了時までに育成すべきC/Pのレベルに関する裏づけを、調査団、専門家

チーム、タイ側の間で、確認することができた。

３－２　C/Pの人員計画と育成

　FTPIとしては、今後も生産性コンサルタントを増員する計画であるが、1995年度に実施された

巡回指導調査団の報告によるとC/Pの適正人員数は40名程度となっているのに対し、現在42名が配

置されている。また、残余期間１年３か月という状況の中で、当プロジェクトで対応可能な投入

を考慮すると、今後入所予定の職員に対しては、十分なトレーニング・プログラムの提供は困難

な状況である。したがって、1997年11月以降に入所するC/Pに対しては、日本人専門家による特別

の座学を設定せずに、経験のあるSenior、AssociateのC/Pが、講師となって下位C/Pのための教育
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を行い、これを通じ協力終了後も継続するような教育システムを形成することを提案した。

３－３　各分野の技術移転の進捗状況

(1) 生産性コンサルティング技術

　On-site Management Guidance OJT（比較的短期間のOJT）、Consultation OJT（比較

的長期間のOJT）等、企業の製造現場での実習をこなすことにより、C/Pの経験も順調に伸び

ている。また、今年度は、FTPI側からコンサルティング企業数を増やすよう要請されている

ので、その前提として座学によるC/P育成を前倒しして実施する必要があり、第３四半期に計

画されていた中級コースの座学を第２四半期中に実施することとした。また、今年度後半から

は、これら座学で得た知識をFull-scale Counsultation OJT（工場全体を対象にし、協力３分

野のC/Pが合同で実施するOJT）に応用し、身につけていくことが計画されている。

(2) 人材開発・労使関係（HRD/LMR）

　生産性コンサルティング技術に属していたC/Pのうち、５名が本分野のC/Pとして配置され

ているが、必ずしもこの配置が本人の意向を反映しているとはいいがたい面もあり、プロジェ

クトとしても相当なリーダーシップをもって技術移転を行う必要がある。１名の休職中のため

実質４名で層の薄さも感じさせる。1998年早々にもFTPIの人材開発グループのチーフとなる

べき人材をリクルートする計画があるとの説明を受けたが、企業において人事管理分野の経験

があり、体系的な考え方ができる人材の配置を希望したい。

　いずれにせよ、残余協力期間で本分野の目標を成し遂げるためには、FTPI側と専門家チー

ム双方の連携強化が特に不可欠である。

(3) 普及促進・調査

　普及促進では、生産管理をはじめとして財務管理からマーケティングまで広範囲を網羅した

経営コンサルタント基礎コースを３か月にわたり実施した。これには、FTPIの顧客とあわ

せ、生産性コンサルティング技術、人材育成・労使関係、普及促進のC/Pも参加し、通常の

C/Pへの技術移転とは異なった視点から、企業の問題を分析・解決するという意味で、C/Pに

とって非常に有意義なものであったといえる。

　調査分野は、1996年の第２四半期から技術移転を開始したが、トレーニングニーズ調査、経

営行動調査、企業の生産性測定を主な活動として、順調に活動が実施されている。今後は生産

性測定対象を企業レベルから産業レベル・国レベルへと上げていく計画である。

　AV分野はプロジェクト前半で、長期専門家からの製作技術の移転がほぼ完了し、機材も納

入されており、計画された活動を一通り終えた状況である。なお、今後は機材の要請もないと
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みられる。

　AV機材について、一部機材の納入に時間を要したことについて、タイ側より手続き面の説

明が求められたが、ODA予算執行の際の透明性確保のため、見積り、業者選定、輸送通関等

に所定の手続きを必要とすることを説明し、タイ側の理解を得た。

３－４　今後のC/P育成計画

(1) 生産性コンサルティング技術

　本分野での現時点のC/P数は20名で、協力期間終了の1999年２月の時点では、Senior４名、

Associate５名、Junior９名、Assistant２名の育成が計画されている。

　これまで、座学では、基礎コンサルティング技法、実践的コンサルティング技法をすべての

C/Pを対象に実施した。これと並行して、モデル企業でのOn-site Management Guidance

OJT、Consultation OJTの中で、座学で習得した事柄の実践と応用を行っている。C/Pが生

産現場に自ら入って分析、指導することに重点をおいた本プロジェクトは、実習なくしては成

立し得ず、プロジェクト開始から累計すると、企業研究（Company visit study）受入れ21

社、On-site Management Guidance OJT受入れ企業24社、Consultation OJT受入れ企業12

社で、かなりC/Pも経験を積んでいるといえる。

　今年度末より、Associate以上を対象として、Just in Time, Total Productive Maintenance,

Total Quality Managementの３テーマをゼミ形式で行い、その後、これらを実施している優

良企業でOJTを実施する予定。

　また、３分野のC/Pが合同で1997年11月から１年間にわたり、２社を対象に、Full-scale

Consultation OJTを行う予定である。ここでは、技術移転３分野のC/Pがそれぞれの分野に

おいて、工場全体を対象に問題点を解決することを通じ、生産性諸活動の基礎づくりを目的と

してOJTを行う。プロジェクトでの技術移転の仕上げとして、製造現場の不良品やロスにかか

わる種々の阻害要因の発見、分析、解決をいろいろな角度で時間をかけて行うことは、有意義

であるといえる。

(2) 人材育成・労使関係（HRD/LMR）

　当該分野のC/Pの配属は５名となっている。C/Pのうち３名はＢグループ（1995年にFTPIに

採用されたが、１年前まで企業での実務経験を積むため他企業に出されていたC/P）である。

1997年４月までは、生産性コンサルティング技術分野のC/Pと同一の技術移転を受けており、

人材育成・労使関係分野独自に専門分野の指導を受けるのは、1997年４月からであり、他の分

野と比較しても技術移転の進捗に遅れがみられる。

　今年度座学を２コース（企業内生産性向上推進者（ファシリテーター）コース、管理・監督
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者コース）を実施した。ファシリテーター・コースは週１回の講義で２か月、管理・監督者

コースは１か月半の集中講座で行った。これらは概論と位置づけられ、より企業での実践が可

能となるような中級コースの開催が今後計画されている。プロジェクト残り期間が限られてお

り、講義と現場での実習の組み合わせが効率的なトレーニング・プログラムを策定する必要が

ある。

　労使関係については、以前プラシット所長と専門家との協議で、タイ企業で労働組合や労使

協議制を導入することは、かなりの反発を招くおそれがあることに言及されたことから、この

分野での企業実習は行わないこととしている。

(3) 生産性普及促進・調査

　普及促進分野のC/P８名は、企業において生産性運動を導入し、実践するために経営者、管

理者、従業員の各レベルに対し生産性の概念を普及させるための手法や教材開発について研修

を行っている。具体的に各々の企業に対応した生産性ハンドブック、ファシリテーター・マ

ニュアルの開発、FTPIの会員確保のための諸サービス等を主な活動としている。

　調査分野のC/P３名は、企業を対象とした生産性測定、調査及び調査方法について技術移転

を受け、今年度は生産性測定マニュアルの開発と、52社に対する調査を行った。また、企業内

のデータを入れれば企業の生産性が把握できるソフトを作成した。

　AV分野のC/P６名は、ビデオを中心とした視覚教材の開発を行い、ほとんどがすでに

Professionalに達している。彼らの製作した４種の生産性に関するビデオは、テレビCMで放

送されているほか、モデル企業のセレモニー等の収録も供与機材を使用し、彼ら自身で製作し

ている。機材操作の専門性が重要視されるこの分野では、１人のC/Pが、カメラマン・エディ

ター・プロデューサー等いくつかの役割を受け持つことができるようなトレーニングをする必

要がある。

　タイの繁栄、及びFTPIの自立発展性を念頭に置いた場合、普及促進の強化が必要である。

一般の企業内での生産性概念の啓発と運動展開を行うのみでなく、広くタイ全土に生産性マイ

ンドを開発し、理解してもらうような活動が、長期的なタイの社会経済を考えていく上で今後

大切なものとなるであろう。

３－５　今後の投入計画

(1) 短期専門家派遣

　1997年度の短期専門家派遣は、生産性コンサルティング技術分野で、指導科目名「生産性コ

ンサルティング技法」の下、１）工場管理、２）サポーティング・インダストリー（自動車組

立加工品質管理）、３）サポーティング・インダストリー（自動車組立加工生産管理）、４）



－24－

サポーティング・インダストリー（鋳物）の４名、人材育成・労使関係分野で１）賃金管理、

２）管理監督者研修の２名、普及促進・調査分野では１）普及促進、２）生産性測定の２名が

計画されている。

　ここ数年にわたり、タイ側から自動車部品産業のサポーティング・インダストリーについて

の専門家要請がされており、1997年度、初めてこの要請に応えるべく短期専門家３名の派遣を

計画したが、折しもタイ経済悪化のため、特に自動車産業が影響を受け、企業の協力が得られ

ず、C/Pの実習に影響が出ている。こういった状況において、テーマの妥当性について再検討

し、必要ならばテーマ変更を考える必要があろう。

　1998年度の計画に関しては、生産性コンサルティング技術では、指導科目名「生産性コンサ

ルティング技法」のもと、１）Full-scale Consultation OJT、２）サポーティング・インダ

ストリー（自動車部品）またはTPM、３）コスト管理・戦略の３名、人材育成・労使関係で

は、１）人事管理制度、２）監督者OJT、３）ファシリテーターOJT、４）人材開発コンサル

ティング・マニュアルの４名、生産性普及推進・調査では、１）普及促進、２）生産性統計、

３）テキスト開発の３名の要請があった。

　1998年度がプロジェクトの最終年度ではあるが、初期段階における組織の立ち上がりの遅れ

とC/Pの増加を勘案し、1997年度と同程度の短期専門家の投入が必要と考えられる。

　専門家派遣に際しては、全体のプロジェクト協力内容に対応したものとするため、現地のよ

り詳細なニーズと目的・業務内容等について、FTPIとプロジェクト専門家チームで協議の

後、JICA本部、国内委員会事務局等との十分な情報・意見交換を行うことが必須である。

(2) 研修員受入れ

　1997年度は９月より、３名を分野名「生産性向上実施研修」として研修員受入れ（C/P研

修）を実施した。うち、１名はコンサルティング部長で受入れ期間は約10日間、また、普及促

進部職員を２名、約４週間受入れた。なお、本受入れは、国別特設コース（C/Sコース）「生

産性向上研修コース」（約６週間受入れ）と合同で実施した。

　同一内容について研修したいとの現場からの要請等により、C/Sコースとあわせ、生産性コ

ンサルティング技術分野、人材開発・労使関係分野、普及促進・調査分野の３分野混成のC/P

が同一の研修を行い、広範囲な内容となった。今回参加のC/Pは、FTPIに入るまで企業経験が

なく、コンサルティング技術、人材開発・労使関係双方についての知識、経験とも高くない

C/Pが多かった。こういったC/Pに対しては、ひとつのことに焦点を当てるというよりも、全

体的に生産性運動を理解し、企業での取り組みと生産性推進の方法について紹介するような内

容が妥当であり、特定分野に特化した内容では、他分野のC/Pが理解できないとの配慮を行

い、研修プログラムを策定した。
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　1998年度の研修員受入れは、C/P、C/Sが同時期に同テーマについて研修するよう要請され

ている。1997年入所のC/P（Dグループ）（すべて生産性コンサルティング技術）と普及促

進・調査のC/Pが参加する予定である。内容の詳細については、タイ側では未検討段階である

が、研修期間は1997年度より短く、双方４週間で計画されている。受入れ予定C/Pは、ある程

度企業経験があり、以前にもコンサルタントとして活動していた経験をもつ職員もおり、研修

内容の、特に企業での取り組みについては現場改善技術についての深みが従来以上に求められ

る。その内容、時間配分、レベルについては、今後先方と協議を行い、反映し、研修を実施し

ていくこととしたい。

　この本邦研修が、生産性コンサルティング技術分野及び人材育成・労使関係分野では、

Assistantとなるための必要条件であることがC/P育成計画上定められていることもあり、現場

での技術移転内容と相乗効果をあげるようなものとしたい。

３－６　今後の展開と課題

(1) FTPI幹部とプロジェクトの協力体制強化

　現在まで、プロジェクトに対するFTPI経営幹部の関与が少ない点が問題としてあげられ

る。プラシット所長がサイアムセメントのTQM室長を兼任しており、また、コンサルティン

グ部長は、プロジェクト以外にも種々のFTPI独自の活動を指揮する立場にある。一方、専門

家は、常時C/Pの管理・指導を行い、同様に多忙であるため、情報交換の機会が少なくなって

いる。共通のプロジェクト目標を達成するため、コミュニケーションの頻度を増し、内容的に

も事務的連絡だけではなく、各活動におけるプロジェクトの位置づけ、計画の妥当性、可能性

について随時協議するよう配慮すべきである。

(2) FTPIの人員計画

　現在のところ職員は約100名であるが、今後活動を広げ、組織全体で200人まで拡大する計画

を持っている。1996年度の組織構成と比較しても、コンサルティング部にQS9000チーム、安

全チーム、特別プロジェクト・チームが設置され、調査情報部が３チームに分かれるなど、幅

広い活動を展開させている。FTPIに対しては、2002年まで工業省の援助が継続する見込みで

あるが、急激な職員の増加は、活動範囲を広げる一面、人件費の相当な負担になるものと思わ

れる。一時期までの、タイの右肩上がりの経済状況とは異なり、現環境はFTPIのクライアン

ト数の減少につながることが予想される。プロジェクト終了後のFTPIの自立発展性を考慮す

ると、FTPIの活動と人員配置について入念な計画が必要となろう。
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(3) マニュアルの開発

　現在までのところC/Pのジョブ・ホッピングは深刻ではないが、終了後にこの問題に直面す

る可能性がある。知識と経験を組織内に蓄積させるために一通りのコンサルタント・研修・活

動の行えるマニュアルづくりが重要である。今回の協議では、専門家の指導によって、C/Pが

マニュアルを作成・開発することの確認が行われた。分野間の違いは多少あるが、C/Pがある

程度知識・経験を習得した現地点においては、C/P自体の育成と並行して、マニュアル化に注

力していく必要がある。



付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料
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